
 
 

 

本件に関するお問い合わせ先 

エヌエヌ生命保険株式会社 広報部 TEL:03-5210-5599  FAX:03- 6685-7700 

エヌエヌ生命は、オランダにルーツを持ち、170 年におよぶ伝統を誇る NN グループの一員です。NN グループは、欧州および日本

を主な拠点とし、18 ヵ国にわたり、保険および資産運用事業を展開しています。その名は、源流である「ナショナーレ・ネーデルラン

デン」に由来しています。エヌエヌ生命は、1986 年に日本で初めてのヨーロッパ生まれの生命保険会社として営業を開始して以来、

30 年以上にわたり、中小企業とその経営者が財務や財産の面で安定した将来を確保できるよう支援しております。 

 

 
 

平成 30 年 5 月 29 日付「平成 29 年度決算ならびに過年度分の決算の訂正について」にてお知らせの

通り、過年度決算の訂正に伴い、平成 26 年度第 2 四半期決算報告を訂正させていただきます。訂正

箇所は＿線で示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  本文に記載のある「アイエヌジー生命保険株式会社」は当社の旧社名です。2015 年 4 月に現社名

へ商号変更を行いました。 

 

 

Tokyo, Japan - 14 September 2018 

Press release 
   

エヌエヌ生命 

平成 26 年度第 2 四半期（上半期）決算報告 訂正のお知らせ 
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１．主要業績 
 
（１）保有契約高及び新契約高 
 
・ 保有契約高  

（単位：千件、億円、％） 

区  分 

平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第２四半期（上半期）末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

   
前年度 

末比 
 

前年度 

末比 

個 人 保 険   414   67,358   424  102.5  76,897  114.2 

個人年金保険  339   20,304   319  94.2  19,940  98.2 

小 計  754   87,663   744  98.8  96,838  110.5 

団 体 保 険   -   -   -   -   -   -  

団体年金保険  -   -   -   -   -   -  

（注） 個人年金保険の金額については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資（一時払変額年金

保険については責任準備金（最低保証に係る部分を除く））と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したもの

です。 

 
 
・ 新契約高 

（単位：千件、億円、％） 

区 分 

平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

件 数 金 額 件 数 金 額 

  新契約 
転換による

純増加 
 

前年 

同期比 
 

前年 

同期比 
新契約 

転換によ

る純増加 

個 人 保 険  29   9,923   9,923   -   34  116.5 12,610  127.1  12,610   -  

個 人 年 金 保 険  0   0   0   -   -  -  -  -  -   -  

小 計  29   9,924   9,924   -   34  116.4 12,610  127.1  12,610   -  

団 体 保 険  -   -   -   -   -   -   -   -   -   -  

団 体 年 金 保 険  -   -   -   -   -   -   -   -   -   -  

（注 ）個人年金保険の金額については、年金支払開始時における年金原資（一時払変額年金保険については基本給付金額（一時払保険料と同

額））です。 
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（２）年換算保険料 
 
・ 保有契約 

 （単位：百万円、％） 

区  分 平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

 

前年度 

末比 

個 人 保 険  293,298   311,817  106.3 

個 人 年 金 保 険  192,531   180,511  93.8 

合 計  485,830   492,328  101.3 

 
うち医 療 保 障 ・ 

生前給付保障等 
187,695 198,683 105.9 

 

 
・ 新契約 

（単位：百万円、％） 

区  分 
平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

 

前年 

同期比 

個 人 保 険  30,674   37,738  123.0 

個 人 年 金 保 険  7   -  - 

合 計  30,682   37,738  123.0 

 
うち医 療 保 障 ・ 

生前給付保障等 
 20,547   23,883  116.2 

（注） １. 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年

あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。 

２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付

保障給付（特定疾病給付、介護給付等）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。 
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（３）主要収支項目   
                             （単位：百万円、％） 

区  分 
平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

 

前年 

同期比 

保 険 料 等 収 入 156,366 161,976 103.6 

資 産 運 用 収 益 171,451 143,082 83.5 

保 険 金 等 支 払 金 214,917 246,380 114.6 

資 産 運 用 費 用 469 580 123.6 

 
 
 

（４）総資産 

（単位：百万円、％） 

区  分 平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

 

前年度 

末比 

総 資 産 3,360,376 3,402,224 101.2  
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２．一般勘定資産の運用状況     
 

 

（１）運用環境   

 

平成 26 年度上半期の日本経済は、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動の影響を受けつつも緩やかに回復を続

けました。企業部門においては輸出や生産に弱さが見られたものの、収益の改善や良好な企業マインドから設備投

資が緩やかに増加したほか、雇用や所得環境も改善を続けました。海外経済は、新興国の一部に緩慢さを残しつつ

も先進国を中心に回復を続けました。 

 

日本の株式市場では、軟調な米国株式市場の影響を受けて日経平均株価は 4 月中旬にかけて 13,000 円台後半ま

で低下しました。その後はウクライナ情勢やイラク情勢等に左右されながらも、米国経済の回復や為替市場の円安傾

向等を背景に期末にかけて上昇傾向を辿りました。上半期末には地政学リスクも和らぎ、日経平均株価は 16,000 円

台まで上昇しました。 

 

日本の債券市場では、米国経済の減速懸念や地政学リスクの高まりを受けてリスク回避姿勢が強まり、10 年物長期国

債金利（長期金利）は低下（価格は上昇）傾向を辿りました。長期金利は、8 月には一時 0.5%を割り込む水準まで低下

（価格は上昇）しましたが、9 月になると地政学リスクの減退や米国での利上げ前倒し観測の高まり等を背景に長期金

利は上昇（価格は低下）し、0.5%台で上半期を終えました。 

 

為替市場（米ドル／円）は、7 月末にかけて 1 ドル 101 円台から 1 ドル 102 円台で推移しました。7 月末以降は好調な

米国の経済指標の発表等を受け、米国の金利上昇期待が高まり円安が進行しました。為替市場（米ドル／円）は、1

ドル 109 円台で上半期末を迎えました。 

 

 

（２）運用方針 

 

当社はＡＬＭ(資産と負債の総合管理)の観点に基づき、負債を構成している保険契約の特性に適合した資産構築

を行っております。また、長期的かつ安定的な資産運用収益の確保を目指し、円建確定利付の公社債投資を運用

の主体としています。 

なお、外貨建の外国公社債につきましては、原則として為替ヘッジを行っております。 

 

 

（３）運用実績の概況 

 

一般勘定総資産額は、1 兆 3,955 億円(平成 25 年度末 1 兆 3,165 億円)となりました。長期的かつ安定的な資産運

用収益の確保を目指し、国債をはじめとする高格付で確定利付の公社債を主要な投資対象とし、信用リスクや流動

性リスクに配慮したポートフォリオの構築に努めて参りました。 
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３．資産運用の実績（一般勘定） 

 
 
（１）資産の構成             

（単位：百万円、％） 

区   分 
平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 66,315 5.0 62,279 4.5  

買 現 先 勘 定 - - - - 

債券貸借取引支払保証金 - - - - 

買 入 金 銭 債 権 - - - - 

商 品 有 価 証 券 - - - - 

金 銭 の 信 託 1,000 0.1 1,000 0.1  

有 価 証 券 1,164,608 88.5 1,259,897 90.3  

 公 社 債 921,168 70.0 1,005,664 72.1  

 株  式 568 0.0 597 0.0  

 外 国 証 券 240,658 18.3 251,920 18.1  

  公 社 債 217,975 16.6 228,656 16.4  

  株 式 等 22,683 1.7 23,264 1.7  

 そ の 他 の 証 券 2,214 0.2 1,714 0.1  

貸 付 金 17,367 1.3 18,058 1.3  

不 動 産 285 0.0 267 0.0  

繰 延 税 金 資 産 13,240 1.0 12,587 0.9  

そ の 他 53,758 4.1 41,510 3.0  

貸 倒 引 当 金 △8 0.0 △11 0.0 

合 計 1,316,569 100.0 1,395,589 100.0  

 う ち 外 貨 建 資 産 153,230 11.6 171,581 12.3  



 

6 

 
 
 
（２）資産の増減 
                                    （単位：百万円） 

区   分 
平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ △16,590 △4,036 

買 現 先 勘 定 - - 

債券貸借取引支払保証金 - - 

買 入 金 銭 債 権 - - 

商 品 有 価 証 券 - - 

金 銭 の 信 託 - - 

有 価 証 券 62,356 95,288 

 公 社 債 102,015 84,496 

 株  式 14 29 

 外 国 証 券 △39,681 11,261 

  公 社 債 △39,687 10,681 

  株 式 等 5 580 

 そ の 他 の 証 券 8 △499 

貸 付 金 1,673 691 

不 動 産 △6 △18 

繰 延 税 金 資 産 - △653 

そ の 他 2,499 △12,248 

貸 倒 引 当 金 △23 △3 

合 計 49,907 79,020 

 う ち 外 貨 建 資 産 3,886 18,351 
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（３）資産運用収益 
                                    （単位：百万円） 

区   分 
平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 11,219 10,038 

 預 貯 金 利 息 0 0 

 有価証券利息・配当金 10,697 9,489 

 貸 付 金 利 息 241 270 

 不 動 産 賃 貸 料 - - 

 そ の 他 利 息 配 当 金 280 278 

商 品 有 価 証 券 運 用 益 - - 

金 銭 の 信 託 運 用 益 0 0 

売買目的有価証券運用益 - - 

有 価 証 券 売 却 益 9,033 - 

 国 債 等 債 券 売 却 益 4,133 - 

 株 式 等 売 却 益 - - 

 外 国 証 券 売 却 益 4,900 - 

 そ の 他 - - 

有 価 証 券 償 還 益 81 1 

金 融 派 生 商 品 収 益 - - 

為 替 差 益 - - 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 - - 

そ の 他 運 用 収 益 25 128 

合     計 20,361 10,169 
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（４）資産運用費用 
                                           （単位：百万円） 

区   分 
平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

支 払 利 息 8 5 

商 品 有 価 証 券 運 用 損 - - 

金 銭 の 信 託 運 用 損 - - 

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損 - - 

有 価 証 券 売 却 損 216 352 

 国 債 等 債 券 売 却 損 - 2 

 株 式 等 売 却 損 - - 

 外 国 証 券 売 却 損 216 350 

 そ の 他 - - 

有 価 証 券 評 価 損 - - 

 国 債 等 債 券 評 価 損 - - 

 株 式 等 評 価 損 - - 

 外 国 証 券 評 価 損 - - 

 そ の 他 - - 

有 価 証 券 償 還 損 16 59 

金 融 派 生 商 品 費 用 - - 

為 替 差 損 182 126 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 23 3 

貸 付 金 償 却 - - 

賃貸用不動産等減価償却費 - - 

そ の 他 運 用 費 用 21 33 

合     計 469 580 

 
 
（５）売買目的有価証券の評価損益 

 
該当ありません。 
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（６）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの） 

 

    （単位：百万円） 

区  分 

平成 25 年度末 平成 26 年度第 2 四半期（上半期）末 

帳簿価額 時 価 
差 損 益 

帳 簿 価 額 時 価 
差 損 益 

 差 益 差 損  差 益 差 損 

 

満期保有目的の債券 15,720 16,481 760 1,019 258 34,948 36,078 1,129 1,319 189 

責任準備金対応債券 806,828 849,504 42,675 42,815 140 859,113 913,764 54,651 54,669 17 

子会社・関連会社株式 - - - - - - - - - - 

そ の 他 有 価 証 券 333,895 341,769 7,873 9,110 1,236 355,548 365,544 9,996 10,381 385 

 

公 社 債 138,442 140,918 2,475 2,807 332 147,939 150,885 2,945 3,029 84 

株 式 157 277 119 119 - 157 306 148 148 - 

外 国 証 券 193,190 198,358 5,167 6,072 904 205,747 212,637 6,890 7,191 300 

 
公 社 債 170,994 175,675 4,681 5,559 878 182,903 189,373 6,470 6,606 136 

株 式 等 22,196 22,683 486 512 26 22,843 23,264 420 584 164 

そ の 他 の 証 券 2,103 2,214 110 110 - 1,703 1,714 11 11 - 

買 入 金 銭 債 権 - - - - - - - - - - 

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - - - - - 

 合      計   1,156,444 1,207,754 51,310 52,945 1,635 1,249,610 1,315,388 65,777 66,370 592 

 

公 社 債 918,692 961,171 42,479 42,922 443 1,002,719 1,057,302 54,583 54,685 102 

株 式 157 277 119 119 - 157 306 148 148 - 

外 国 証 券 235,490 244,091 8,600 9,792 1,192 245,029 256,064 11,034 11,524 490 

 公 社 債 213,293 221,408 8,114 9,280 1,165 222,185 232,800 10,614 10,940 326 

 株 式 等 22,196 22,683 486 512 26 22,843 23,264 420 584 164 

そ の 他 の 証 券 2,103 2,214 110 110 - 1,703 1,714 11 11 - 

買 入 金 銭 債 権 - - - - - - - - - - 

譲 渡 性 預 金 - - - - - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - - - - - 
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・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 

区  分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 - - 

  
非 上 場 外 国 債 券 - - 

そ の 他 - - 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 - - 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 218 218 

そ の 他 有 価 証 券 72 72 

  

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 72 72 

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） - - 

非 上 場 外 国 債 券 - - 

そ の 他 - - 

合   計 290 290 

 

 

 

（７）金銭の信託の時価情報 
（単位：百万円） 

区  分 

平成 25 年度末 平成 26 年度第 2 四半期（上半期）末 

貸借対照表 

計 上 額 時 価 

差損益 貸借対照表 

計 上 額 時 価 
差損益 

 差 益 差 損  差 益 差 損 

金銭の信託 1,000 1,000 -  -  -  1,000 1,000 -  -  -  

 

 
・ 運用目的の金銭の信託  

 

該当ありません。 

 

 

・ 満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託 

 

該当ありません。 
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４．中間貸借対照表                          

 
期 別 

 

科 目 

平成 25 年度末 

要約貸借対照表 

（平成 26 年 3 月 31 日現在） 

平成 26 年度 

中間会計期間末 

（平成 26 年 9 月 30 日現在） 

金 額 金 額 

（ 資 産 の 部 ）    

現 金 及 び 預 貯 金 47,851 59,497 

コ ー ル ロ ー ン 36,000 21,000 

金 銭 の 信 託 1,000 1,000 

有 価 証 券 3,175,227 3,219,302 

（  う ち 国 債  ） (626,981) (670,359) 

（  う ち 地 方 債  ） (71,418) (81,173) 

（  う ち 社 債  ） (222,768) (254,132) 

（  う ち 株 式  ） (568) (597) 

（  う ち 外 国 証 券  ） (240,658) (251,920) 

貸 付 金 17,367 18,058 

保 険 約 款 貸 付 17,367 18,058 

有 形 固 定 資 産 506 539 

無 形 固 定 資 産 1,593 1,380 

代 理 店 貸 16 15 

再 保 険 貸 29,611 23,005 

そ の 他 資 産 37,970 45,849 

繰 延 税 金 資 産 13,240 12,587 

貸 倒 引 当 金 △8 △11 

資 産 の 部 合 計 3,360,376 3,402,224 

（ 負 債 の 部 ）   

保 険 契 約 準 備 金 3,252,528  3,287,632  

    支 払 備 金 45,025  51,122  

    責 任 準 備 金 3,207,502  3,236,510  

代 理 店 借 5,583  3,021  

再 保 険 借 4,826  4,154  

そ の 他 負 債 30,832  47,643  

 未 払 法 人 税 等 672  - 

 リ ー ス 債 務 - 91  

 そ の 他 の 負 債 30,160  47,552  

退 職 給 付 引 当 金 5,223  5,563  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 58  66  

再 保 険 損 失 引 当 金 3,299  3,254  

価 格 変 動 準 備 金 1,933  2,126  

負 債 の 部 合 計 3,304,285  3,353,463  

（ 純 資 産 の 部 ）   

資 本 金 32,400  32,400  

利 益 剰 余 金 18,240 9,441  

    利 益 準 備 金 4,685  7,179  

    そ の 他 利 益 剰 余 金 13,555 2,261  

繰 越 利 益 剰 余 金 13,555 2,261  

株 主 資 本 合 計 50,640  41,841  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 5,450  6,919  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 5,450  6,919  

純 資 産 の 部 合 計 56,091  48,761  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 3,360,376  3,402,224  

（単位：百万円） 
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５．中間損益計算書 

（単位：百万円） 

期 別 

 

科 目 

平成 25 年度 

中間会計期間 

平成 25 年 4 月 1 日から 

平成 25 年 9 月 30 日まで 

平成 26 年度 

中間会計期間 

平成 26 年 4 月 1 日から 

平成 26 年 9 月 30 日まで 

金 額 金 額 

経 常 収 益 335,432  312,692 

保 険 料 等 収 入 156,366  161,976 

 （ う ち 保 険 料 ） (144,998) (159,504) 

 （ う ち 再 保 険 収 入 ） (11,368) (2,471) 

資 産 運 用 収 益 171,451  143,082 

（ う ち利息及び配当金等収入 ） (11,219) (10,038) 

（ う ち 金 銭 の 信 託 運 用 益 ） (0) (0) 

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） (9,033) (-) 

（ う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ） (151,089) (132,913) 

そ の 他 経 常 収 益 7,614 7,633 

経 常 費 用 314,805 309,023 

保 険 金 等 支 払 金 214,917 246,380 

（ う ち 保 険 金 ) (7,040) (5,040) 

（ う ち 年 金 ) (2,105) (3,128) 

（ う ち 給 付 金 ) (16,874) (16,043) 

（ う ち 解 約 返 戻 金 ) (140,206) (161,836) 

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ) (20,380) (35,057) 

（ う ち 再 保 険 料 ) (28,310) (25,274) 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 75,989 35,104 

支 払 備 金 繰 入 額 4,576 6,097 

責 任 準 備 金 繰 入 額 71,413 29,007 

資 産 運 用 費 用 469 580 

（ う ち 支 払 利 息 ) (8) (5) 

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) (216) (352) 

事 業 費 21,480 24,236 

そ の 他 経 常 費 用 1,949 2,721 

経 常 利 益 20,626 3,668 

特 別 損 失 190 331 

税 引 前 中 間 純 利 益 20,436 3,336 

法 人 税 及 び 住 民 税 5,264 △ 337 

法 人 税 等 合 計 5,264 △ 337 

中 間 純 利 益 15,171 3,674 
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６．中間株主資本等変動計算書 

 

 
平成 25 年度中間会計期間 

（平成 25 年 4 月 1 日から平成 25 年 9 月 30 日まで） 
（単位：百万円） 

  

  

  

  

  

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 

純資産 

合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 32,400 - 19,052 19,052 51,452 9,724 61,176 

当中間期変動額       - 

  剰余金の配当  4,685 △28,110 △23,425 △23,425  △ 23,425 

  中間純利益   15,171 15,171 15,171  15,171 

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額） 
     △6,327 △ 6,327 

当中間期変動額合計 - 4,685 △ 12,938 △ 8,253 △ 8,253 △6,327 △ 14,580 

当中間期末残高 32,400 4,685 6,113 10,798 43,198 3,397 46,596 

 

 

平成 26 年度中間会計期間 

（平成 26 年 4 月 1 日から平成 26 年 9 月 30 日まで） 
（単位：百万円） 

  

  

  

  

  

  

株主資本 
評価・換算 

差額等 

純資産 

合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 32,400 4,685 13,555 18,240 50,640 5,450 56,091 

当中間期変動額         

  剰余金の配当  2,494 △14,968 △12,474 △12,474  △ 12,474 

  中間純利益   3,674 3,674 3,674  3,674 

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額） 
     1,469 1,469 

当中間期変動額合計 - 2,494 △ 11,293 △ 8,799 △ 8,799 1,469 △ 7,330 

当中間期末残高 32,400 7,179 2,261 9,441 41,841 6,919 48,761 
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注記事項 
 
平成 29 年度において、標準責任準備金の計算方法が誤っていることが判明しました。 
当社は問題発覚後、社内において検証を行い、影響が軽微でないことを認識したことから、他に誤りがないか、検証の必要性が

あると判断し、代表取締役社長を委員長とし、社外有識者を委員とする調査委員会を設立するとともに、社外専門家による調査及

び当社社員による自主点検を実施し、責任準備金の算出方法の精査、ならびに責任準備金算出に係る業務プロセス、役割・責任分

担、規程及び実務等について、全面的な精査を行いました。 
上記の精査を踏まえ、過年度決算において重要な誤謬が存在すると判断し、関連する誤謬を訂正した平成 25 年 3 月期以降 5 期分

に係る財務諸表を改めて作成いたしました。 
 

（中間貸借対照表関係） 

平成 26 年度中間会計期間末 

1． 会計方針に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法(売却原価の算定は移動平均法)、満期保有目的の債券

については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上

及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応債券につい

ては移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式（保険業法第 2 条第 12 項に規定する子会社及び保険業法

施行令第 13 条の 5 の 2 第 3 項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものが発行する株式をいう）については原

価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては、9 月末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価の算定は

移動平均法)、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、移動平均法による原価法によっておりま

す。 

その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、外貨建その他有価証券

のうち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額

については為替差損益として処理しております。 

個人保険及び個人年金保険の保険契約からなる残存年数に基づいて設定した小区分に対応した円建債券のうち、

デュレーション・マッチングを目的として保有するものを、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会

計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき「責任準備金対応債券」

に区分しております。 

責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額は 859,113 百万円、時価は 913,764 百万円であります。 

(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

(3) 有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法により年間見積額を期間により按分し計上しております。 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(4) 無形固定資産の減価償却の方法 

    自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間に基づく定額法によっております。 

(5) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、9 月末日の為替相場により円換算しております。 

(6) 引当金の計上方法 

①  貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却･引当基準を準用して、次のとおり計上しております。破産、民事再

生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に経営

破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、直接減額後の金額を計上しておりま

す。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸

念先」という）に対する債権については、その債権額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計

上しております。上記以外の債権については、予想損失率を債権額に乗じた額を計上しております。 
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②  退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期

末において発生していると認められる額を計上しております。 

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

退職給付見込額の期間帰属方法  期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数        9 年 

過去勤務費用の処理年数 9 年 

③  役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の

引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（平成 23 年 3 月 29 日日本公認会計士

協会）に基づき、支給見込額のうち、当中間期末において発生したと認められる額を計上しております。 

④  再保険損失引当金 

再保険損失引当金は、再保険契約の一部について、将来の契約満了時において発生が見込まれる損失に対し、合

理的に見積もることができる金額を計上しております。 

(7) 価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

(8) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成 20 年 3 月 10 日企業会計基準委員会）に従い、外貨建

のその他有価証券に対する為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジを行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。 

(9) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のう

ち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し 5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものに

ついては、当中間期に費用処理しております。 

(10) 責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算して

います。 

１．標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号） 

２．標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

2． 主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。 

  (単位：百万円)  

 貸借対照表 

価額 
時価 差額 

現金及び預貯金 59,497 59,497 - 

コールローン 21,000 21,000 - 

金銭の信託 1,000 1,000 - 

有価証券 

 売買目的有価証券 

満期保有目的の債券 

責任準備金対応債券 

その他有価証券 

3,219,011 

1,959,405 

34,948 

859,113 

365,544 

3,274,793 

1,959,405 

36,078 

913,764 

365,544 

55,781 

- 

1,129 

54,651 

- 

貸付金 

保険約款貸付 

18,058 

18,058 

18,058 

18,058 

 - 

- 

金融派生商品(※) 

 ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

 

（10,765） 

（1,132） 

 

（10,765） 

（1,132） 

 

- 

- 

 (※) 金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（ ）で示しております。 

 

(1) 現金及び預貯金 

 満期のない預貯金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。満期のあ

る預貯金については、短期間で期日が到来するもので構成されており、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

(2) コールローン 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
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(3) 金銭の信託 

 預貯金と同様の性格を有しており、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

(4) 有価証券 

・ 市場価格のある有価証券 

  9 月末日の市場価格等によっております。 

・ 市場価格のない有価証券 

時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式については、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間期末における貸借対照表価額は、290 百万円であります。 

(5) 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み

期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

(6) 金融派生商品 

 為替予約取引の時価については、先物為替相場によっております。 

                                           

3． 保険業法第 118 条に規定する特別勘定資産の額は 2,022,961 百万円であります。なお、負債の額も同額であります。 

 

4． 関係会社の株式は 218 百万円であります。 

 

5． 担保に供されている資産の額は、有価証券 22,993 百万円であります。また、担保付き債務の額は 23,090 百万円でありま

す。 

 

6． 保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する支

払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 1,845百万円であり、同規則第 71条第 1項に規定する再保険を付した部分

に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は 165,705 百万円であります。 

 

7． 保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間期末における当社の今後の負担見積額は

3,677 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

 

8． 責任準備金には、再保険に付した部分に相当する責任準備金 1,286,828 百万円を含んでおります。 

9． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 
注記事項 

（中間損益計算書関係） 

平成 26 年度中間会計期間 

1． 有価証券売却損の主な内訳は国債等債券 2 百万円、外国証券 350 百万円であります。 

 

2． 支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 403 百万円、責任準備金繰入額の計算上、足し

上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 44,505 百万円であります。 

 

3． 利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりであります。 

預 貯 金 利 息 0 百万円 

有価証券利息・配当金 9,489 百万円 

貸 付 金 利 息 270 百万円 

その他 利 息 配 当 金 278 百万円 

  計  10,038 百万円 

 

4． １株当たり中間純利益の金額は 11,342 円 2 銭であります。 

 

5． 再保険収入には、出再保険事業費受入 0 百万円を含んでおります。 

 

6．  再保険料には、出再保険責任準備金移転額 42,650 百万円、出再保険責任準備金調整額 23,267 百万円等を含んでおり 

ます。 
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注記事項 

（中間株主資本等変動計算書関係）  

平成 26 年度中間会計期間 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：株） 

 当期首 

株式数 

当中間期 

増加株式数 

当中間期 

減少株式数 

当中間期末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 324,000 - - 324,000 

合計 324,000   - - 324,000 

 

2. 配当金支払額 

平成 26 年 6 月 16 日の定時株主総会において、以下のとおり決議しております。 

普通株式の配当に関する事項 

(ア) 配当金の総額 12,474 百万円 

(イ) 1 株当たり配当額 38,500 円 

(ウ) 基準日 平成 26 年 3 月 31 日 

(エ) 効力発生日 平成 26 年 6 月 18 日 

 
(注)関連する誤謬を訂正し、計算書類を再作成した結果、平成 25 年度及び平成 26 年度に実施した剰余金の配当額につい
て、訂正後の当該各期の分配可能額を超えることとなりました。 . 
しかしながら、当該事実を認識し、株主との間で当該配当金の返還について合意を形成したのが平成 29 年度中であることか
ら、訂正後の当該各期の株主資本等変動計算書においては、当該配当金に係る訂正は行っておらず、結果として当期の期
首繰越利益剰余金は平成 25 年度に実施した配当額が控除されています。 
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７．経常利益等の明細（基礎利益） 

（単位：百万円） 

 平成 25 年度 

第 2 四半期（上半期） 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期） 

基礎利益                                         Ａ 12,443 4,163 

キャピタル収益 9,034 0 

 

金銭の信託運用益 0 0 

売買目的有価証券運用益 - - 

有価証券売却益 9,033 - 

金融派生商品収益 - - 

為替差益 - - 

その他キャピタル収益 - - 

キャピタル費用 398 479 

 

金銭の信託運用損 - - 

売買目的有価証券運用損 - - 

有価証券売却損 216 352 

有価証券評価損 - - 

金融派生商品費用 - - 

為替差損 182 126 

その他キャピタル費用 - - 

キャピタル損益                                     Ｂ 8,635 △479 

キャピタル損益含み基礎利益                        Ａ＋Ｂ 21,078 3,684 

臨時収益 - - 

 

再保険収入 - - 

危険準備金戻入額 - - 

個別貸倒引当金戻入額 - - 

その他臨時収益 - - 

臨時費用 452 16 

 

再保険料 - - 

危険準備金繰入額 426 13 

個別貸倒引当金繰入額 26 2 

特定海外債権引当勘定繰入額 - - 

貸付金償却 - - 

その他臨時費用 - - 

臨時損益                                         Ｃ △ 452 △ 16 

経常利益                                   Ａ＋Ｂ＋Ｃ 20,626 3,668 
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８．債務者区分による債権の状況 

（単位：百万円、％） 

区    分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権  - - 

 危険債権  - - 

 要管理債権  - - 

小計  - - 

（対合計比） (       - ) (         - ) 

正常債権  17,575 18,286 

合計  17,575 18,286 

（注） １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。 

３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金とは、

元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債権

を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注１及び２に

掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。 

４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに掲げる債

権以外のものに区分される債権です。 

 
 
９.リスク管理債権の状況 

該当ありません。 
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１０．ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

項   目 平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ）  133,466   144,578  

 資本金等  38,116   41,841  

 価格変動準備金  1,933   2,126  

 危険準備金  23,088   23,102  

 一般貸倒引当金  2   2  

 その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％）  7,086   8,996  

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％）  -   -  

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額  79,836  80,382  

 税効果相当額 -    1,005  

 負債性資本調達手段等  -   -  

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手

段等のうち、マージンに算入されない額 
△16,647 △12,879 

 控除項目 - - 

 その他  -   -  

リスクの合計額  

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 
 25,222   25,486  

 保険リスク相当額            Ｒ1  2,222   2,503  

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8  809   949  

 予定利率リスク相当額         Ｒ2  4,101   4,084  

 最低保証リスク相当額         Ｒ7  237   253  

 資産運用リスク相当額         Ｒ3  20,146   20,344  

 経営管理リスク相当額         Ｒ4  550   562  

ソルベンシー・マージン比率 

     （Ａ）    

（１／２）×（Ｂ） 

1,058.2％  1,134.5％  

 
（注） 1.上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。 

2.最低保証リスク相当額 R7の算出は標準的方式に基づいています。 

 

×１００ 
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（参考）連結ソルベンシー・マージン比率 

当社は、子会社であるアイエヌジー・エージェンシー株式会社との連結ソルベンシー･マージン比率を四半期ご

とに作成し開示しています。 

（単位：百万円） 

項   目 平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期 

（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 132,477  144,762  

 資本金等 38,169  41,799  

 価格変動準備金 1,933  2,126  

 危険準備金 23,088  23,102  

 一般貸倒引当金 2  2  

 その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） 7,086  8,996  

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） - - 

 未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 △771 876 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 79,836  80,382  

 税効果相当額 -  1,005  

 負債性資本調達手段等 -  -  

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手

段等のうち、マージンに算入されない額 
△16,647 △13,354 

 控除項目 △220 △175 

 その他 -  -  

リスクの合計額  

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 
25,156  25,420  

 保険リスク相当額            Ｒ1 2,222  2,503  

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 809  949  

 予定利率リスク相当額         Ｒ2 4,101  4,084  

 最低保証リスク相当額         Ｒ7 237  253  

 資産運用リスク相当額         Ｒ3 20,081  20,279  

 経営管理リスク相当額         Ｒ4 549  561  

ソルベンシー・マージン比率 

     （Ａ）    

（１／２）×（Ｂ） 

1,053.2％  1,138.9％  

（注） 1.上記は、保険業法施行規則第８６条の２、第８８条及び平成２３年金融庁告示第２３号の規定に基づいて算出しています。 

2.最低保証リスク相当額 R7の算出は標準的方式に基づいています。

×１００ 
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１１．特別勘定の状況  
 

 

（１）特別勘定資産残高の状況      

（単位：百万円） 

区    分 平成 25 年度末 
平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

個 人 分 割 払 変 額 保 険 及 び 

個 人 分 割 払 変 額 年 金 保 険 
12,606  13,476  

個 人 一 時 払 変 額 保 険 10,156  10,141  

個 人 一 時 払 変 額 年 金 保 険 2,040,285  1,999,343  

団 体 年 金 保 険 - - 

特 別 勘 定 計 2,063,048  2,022,961  

 

 

（２）保有契約高 

 
・ 個人分割払変額保険                            

（単位：千件、百万円） 

区   分 
平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

件 数 金  額 件 数 金  額 

個人分割払変額保険（ 有期型 ） 0 283 0 270 

個人分割払変額保険（ 終身型 ） 7 46,146 7 45,731 

合     計 7 46,430 7 46,002 

 
 
・ 個人分割払変額年金保険 

（単位：千件、百万円） 

区   分 
平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

件 数 金  額 件 数 金  額 

個 人 分 割 払 変 額 年 金 保 険 0 1,112 0 1,042 

（注）個人分割払変額年金保険の金額については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開

始後契約の責任準備金を合計したものです。 

 



 

23 

 
 
 
・ 個人一時払変額保険 

（単位：千件、百万円） 

    区   分 
    平成 25 年度末 

   平成 26 年度 

   第 2 四半期（上半期）末 

   件  数    金  額    件  数    金  額 

個人一時払変額保険（終身型 ） 0 10,149 0 10,146 

 

 

・ 個人一時払変額年金保険  
                                                                 （単位：千件、百万円） 

 区   分 
平成 25 年度末 

平成 26 年度 

第 2 四半期（上半期）末 

件  数 金  額 件  数 金  額 

個 人 一 時 払 変 額 年 金 保 険 337 2,007,759 316 1,967,436 

（注）個人一時払変額年金保険の金額については、年金支払開始前契約の責任準備金（最低保証に係る部分を除く）と年

金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。 

 

 

１２．保険会社及びその子会社等の状況 

当期においては、子会社等が当社と比べて小規模であり、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいことから、連結財務諸表を作成していませ

ん。 
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平成 26 年度第 2 四半期（上半期）報告 参考資料 

 

 

証券化商品等への投資及びサブプライム関連投資の状況 

 
 

 
【投資状況】 

①特別目的事業体（SPEs）一般  

該当ありません。 

 
  

②債務担保証券（CDO）  

該当ありません。 

                                             
 

③その他のサブプライム・Aｌｔ－A エクスポージャー                                         （単位：百万円） 
  時価 含み損益 実現損益 

その他のサブプライム・Aｌｔ－A エクスポージャー 11,428 584 - 

  証券化されていないローン - - - 

  RMBS - - - 

  デリバティブ - - - 

  コミットメントライン - - - 

  その他（＊） 11,428 584 - 

（*） その他欄には、主に米国住宅市場を投資対象としている外国投資信託を記載しており、Aｌｔ－A へのエクスポージャーは全体の約 6.4％です。 

なお、サブプライムへのエクスポージャーはありません。 
 
 

④商業用不動産担保証券（CMBS）  

該当ありません。 

 
 

⑤レバレッジド・ファイナンス   

該当ありません。 

 

 

以 上 
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